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【論　　文】

国際化・グローバル化社会における
日本の外国語教育についての考察

宮　崎　幸　子

1. はじめに

　以前流行った言葉に「国際人」という語があった。1980年代から 1990
年代ごろであっただろうか。とにかく何かにつけ、「国際～」という表現が
もてはやされた時代であったことを記憶している。しかし後に、「国際人」
という語は、日本独特の表現であり、そのまま直訳したのでは意味が通じ
ないので具体的な説明をする必要があるのだと聞き、なるほど、「国際人」
という表現は曖昧な日本独特のニュアンスの語なのだな、と妙に納得した
ものである。時代はいつの間にか、「国際人」から「グローバル人材」を求
めるようになり、気が付けば最近では「グローバル」という表現がしっか
り定着している。しかし表現が変わっただけで曖昧であることは変わらな
い。「グローバルな物の見方」を身につけるためには英語が必要と多くの人
が語るものの、英語を学べば本当に「グローバルな物の見方」が身につく
のだろうか。また今の日本の外国語教育は、「グローバル人材を育成」でき
る方向に向かっているのだろうか。本稿では、「英語力＝グローバル人材」
という前提からまず見直し、外国語教育で真に大事なものとは何か、また
真の「グローバルな物の見方」を身につけるためにどのような外国語教育
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が望ましいのかについて、考察してみたい。

2. 国際共通語としての英語

　通信技術の発達やグローバル化の流れに伴い、英語は実利実用性が高い
言語とされ、英語を第2言語、あるいは外国語として学習し使用する人々の
数は著しく上昇し、政治・経済・化学などの各方面で、英語の必要度は急
速に高まっている（ ）。英語が「国際共通語」であるという認識
は、まさに名実ともにもはや広く定着しつつあるといえよう。「国際共通語
としての英語」を表す表記には、‘ ’ ‘

’ ‘ ’ または、‘ ’ 
‘ ’ ‘ ’など様々なものがある。現代のグロー
バル社会においては、望むと望まざるとに拘わらず、英語との関わりを最
初から否定することはできない。この章では、「国際共通語」という観点か
ら英語を見つめ、なぜ英語を学ぶ必要があるのか、そして、どう英語に向
き合っていくべきなのかという点について論じてみたい。

2.1. 誰が英語を使用しているのか？
　まずはじめに、どのような国の人々が英語を使用しているのか確認して
みたい。 (1992)は、英語を使用する人々について次のように分類し
ている。

（1） 世界各国に英語が拡がるにしたがって、英語を使用する人々は大き
く 3種類に分類できる。それは、（a）アメリカやイギリス、カナダ
やオーストラリアなど、英語を母語とする「内側の円」（ ）
と、（ ）インドやシンガポール、ケニア、フィリピン、バングラディ
シュ、スリランカなど、第2言語として英語を話す「外側の円」（

）、そして、（ ）エジプト、インドネシア、中国、日本、韓国、
台湾、ネパールなどの「拡大する円」（ ）である。 
        （ ）

　「内側の円」（ ）は、英語母語話者のグループである。その次
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の円が「外側の円」（ ）のグループで、かつて英国の植民地だっ
た国々で、母語ではなく第2言語として、もしくは公用語として英語を使っ
ている国の人々にあたる。一番外側の円のグループが「拡大する円」（

）で、英語を第 2言語としてではなく外国語として使用して
いる国の人々に当てはまり、日本人はこのグループに含まれる。
(1997)によると、英語母語話者（ ）の数は約 3.75億人である一
方で、第 2言語として英語を使用する人 （々 ）の数は約 3.75億
人、そして外国語として英語を使用する人 （々 ）の数は約
7.5億人にのぼる 1。この統計から、英語を使用しているのは、英語母語話
者（ ）よりも非英語母語話者（ ）
の人口のほうが多く、中でも、外国語として英語を使用している人 （々

）の人口が一番多いということがわかる。英語母語話者が
3.75億人なのに対し、非母語話者（第 2言語・外国語として英語を使用す
る人々）の総計は 11.25億人で、なんと母語話者の数の実に約 3倍に当た
る圧倒的多数を非英語母語話者が占めている。
　英語はもはや母語話者が使用するだけでなく、非母語話者の多くの国々
の人々が使用する「国際共通語」であるということは数的にも明らかであ
る。しかし、英語教育について論じる際にあまり表面にはっきりとは出て
こないものの、この分類の背景には、欧米を中心とする先進国の人種主義、
帝国主義、植民地主義などの歴史的事実が存在することを忘れてはならな
い。 (1998) は、現在でも英語は、歴史的事実の延長線上で、文
化的資産や知的財産、最先端テクノロジーと密接に結びつき、 (1992) 
のいうところの「内側の円」に属する英語母語話者の人々に有利に働いて
いると述べている。このことは、英語は世界で広く使用される「国際共通
語」であるという便利な面を持つ一方で、英語が国際語であるという圧倒
的優位性を持つ英語母語話者と比べ、非英語母語話者は母国語の他に英語
を習得しなくてはならないというハンディを負うばかりでなく、英語の出
来不出来が国際社会の中で、有利不利に働くことが大いにあるということ
を示唆している。

2.2. 「国際共通語としての英語」をめぐる議論
　鳥飼（2011: 16）によると、「国際共通語としての英語」についての議論
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には、「地球人全員の共通語であるから誰もが自由に英語を使う」という面
と、「共通語である以上、通じなければ意味がない」という面の二つの側面
があるという。まず、「地球人全員の共通語であるから誰もが自由に英語を
使っていい」という立場を代表しているのが、アメリカの言語学者である

である。 は 1992年に、 を複数形にした “
” という言葉を使って「国際共通語としての英語」の説明をして

いる。 (1992)は、「英語はもはや英語母語話者の私的財産ではなく、
世界の共有財産である。だからネイティブの人たちの英語をまねる必要は
ない。英語は共通語として、それぞれの人たちがそれぞれの国の英語で好
きなように使えばいい」と主張し、“ ” という表現をあえて
用いている。その一方で、「共通語である以上、通じなければ意味がない」
という側面から「国際共通語としての英語」について説いているのが、イ
ギリスの言語学者 である。 は1997年、「国際共通語と
しての英語」を“ ”と表現し、同名の著書も出
しているが、その中で、“ ” も提唱している。

は、いろいろな英語があっていいという立場であるものの、公の場
においては、やはり公用語としての英語ということで、標準的な英語を使
うことが望ましいと述べている（鳥飼 2012）。
　これらの議論を踏まえたうえで鳥飼（2011: 17）は、ネイティブの規範
を押し付けるのではなく、しかし英語として聞こえるような「通じる」英
語という視点で考え、「国際共通語としての英語」で重要なのは、正確さで
も流暢さでもなく、「通じる」という「わかりやすさ」（ ）であ
ると論じている。鳥飼（2012: 3）は、英語を学ぶにあたって、英語のどの
部分をしっかり身につけたら使い物になるのかについての模索は、海外で
はすでに始まっているが 2、日本においては「国際共通語としての英語」に
ついての議論はされておらず、文部科学省の学習指導要領もそこについて
は全く触れていないと述べている。多言語・多文化社会の中で使われる英
語とは一体どういうものなのか、私たちは英語を教えるときにどのような
点に気を付ければよいのか、実際に話すときにどう考えたらよいのか、と
いったことなどについて、もっと議論する必要があるのではないだろうか。



国際化・グローバル化社会における日本の外国語教育についての考察

49

2.3. 「国際共通語としての英語」とどう向き合うか
　それでは、日本においては「国際共通語としての英語」をどう捉え、ど
のような英語を学んでいけばいいのだろうか。英語が「国際共通語」であ
るという認識はほぼ全ての人が共通認識として理解しているのだが、その
英語に対しどう向き合っていけばいいのかという話になると、各人の考え
や経験などに基づくなどして実に様々な意見に別れ、どうやったら英語の
力が伸びるのかという方法論ばかりが盛んに取り沙汰されているように思
う。しかし肝心なのは、外国語教育の中で「国際共通語としての英語」を
どう捉え、どのような英語を発信していく必要があるのかという議論では
ないだろうか。目指す方向性によっては、外国語教育のアプローチや方法
論も当然変わってくるはずである。
　「国際共通語としての英語」のありかたについて考えるとき、外国語教育
という視点と合わせて注目する必要があるのは、社会文化的コンテクスト
の多様性を踏まえた言語研究である。つまり、英語を使用している国々の
置かれている社会的・文化的背景はそれぞれ違うという認識を持つことが
重要である。 (2004) は、批判的応用言語学が扱う分野の
「比較的教育学」（ ）の観点から、規範的な近代標準英語を
第三世界の非英語母語話者に押し付けるのではなく、彼らの言語や文化を
考慮し、学習者にとって優位性を持つよう再構築することを目指すべきで
あると論じている。日本の場合、日本人と英語の関係は、あくまでも「外
国語としての英語（ ）」である。英語の母語話者でないのは当然である
が、「第 2言語としての英語（ ）」という関係ではない。日本での外国
語教育をめぐる様々な議論を見ていると「外国語としての英語（ ）」と
「第 2言語としての英語（ ）」を混同しているきらいがあるように思う。
「第 2言語としての英語（ ）」とは学校での教授用言語、もしくは一国
の異民族間の としての英語を指し、「第 2言語としての英語
（ ）」教育において母語は英語習得のための阻害要因として作用するも
のと見なされ母語教育とは切り離して考えられる。一方、「外国語としての
英語（ ）」は学校教育の一教科としての英語を指すが、「外国語として
の英語（ ）」教育においては母語教育との相補的な関係を目指してい
る。この分類に従えば、日本の学校英語教育の英語が に属するという
ことは明らかであり、シンガポール、パキスタン、その他多くの国々に見



50

られる とは性格を異にすることがわかる（大谷 2013: 55）。英語が第2
外国語であるのか外国語であるのかという社会的な違いは、その国にとっ
て望ましい外国語教育のありかたを考えるときに非常に大事な視点である。
その違いをきちんと踏まえた上で初めて、外国語教育の個々の方法論につ
いての健全な議論ができる。逆に言えば、日本の置かれている社会的事情
を考慮せずして、外国語教育の健全な議論はできない。国の事情が違えば、
望ましい外国語教育のありかたも違うはずではないか。この点に関して大
谷（2013）も、学校教育科目としての「外国語としての英語（ ）」は、
実用性という点での限界を認識した上で独自の姿勢を鮮明に打ち出す必要
があるとし、単にそれが「国際共通語」であるという点よりもむしろ、日
本語とは遠く隔たった異質の文化圏の対照的な言語であるという視点が大
事であるとしている（大谷 2013: 57）。
　近年、「日本人は英語ができない。だから英語ができるようになるために
対策を急がねばならない」との声は大きく、英語が早く身につくための方
法論をめぐっては様々な議論がなされている。方法論はたしかに大切では
あるのだが、しかし日本の英語教育の視点に立って考えるのであれば、時
間を要しても「国際共通語としての英語」にどう向き合うかという議論を
しっかり行った上で、英語教育の方向性のコンセンサスを確立することが
まずは大事ではないだろうか。その際には、日本の環境は「外国語として
の英語（ ）」教育であるということ、「第2外国語としての英語（ ）」
教育とは違うということ、そして「外国語としての英語（ ）」教育にお
いては、母語教育と相補関係になるような母語を活かした英語の学習が望
ましいありかたであり、現状に合っているのだということをしっかり認識
する必要がある。「国際共通語」であるということで英語を過度に重視する
のでなく、日本が「外国語としての英語（ ）」教育を行っているという
その日本独自の環境をしっかり認識したうえで、個々の方法論は語られる
べきであろう。日本語と英語は遠く隔たった異質の言語であるということ
を不利と捉えるのでなく、むしろ利点として積極的に活かし発信していく
ことが、むしろ「国際共通語としての英語」の使い手の姿勢として求めら
れているのではないだろうか。すなわち、英語が「国際共通語」だから日
本語よりも英語のほうが大事、という姿勢では、日本の良さを発信してい
くことにはならない。英語の母語話者の人口が世界で最も多いのであるな
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ら英語圏の国々の言語や文化、規範などを学ぶという姿勢は意味のあるこ
とかもしれないが、いつまでもそれだけではあくまでも受け身的な姿勢で
しかなりえず、積極的に発信するというまでには至っていない。英語が「国
際共通語」としての位置を占め、母語話者よりも非母語話者、その中でも
特に「外国語としての英語（ ）」を使用する人口が最も多いという今の
時代においては、むしろ、母語話者と同じような英語を目指すのではなく、
たとえば「日本の英語」で自国のことをもっと積極的に発信していくこと
が大事なのではないだろうか。「日本の英語」を堂々と使うことは、何より
もそれだけで日本らしさを伝える武器になり得るだろう。真に日本のこと
を発信していくためには、日本語も大事、英語も大事というスタンスで英
語に接することが求められているのではないだろうか。これからの「国際
共通語としての英語」との付き合い方は、「日本の英語」とはどういう英語
なのかということを追求していくありかたであってほしい。

3. 「国際化」・「グローバル化」と英語力育成

　この節では、「国際化」・「グローバル化」という観点から英語を捉えてみ
たい。「国際共通語としての英語」は、国際化・グローバル化にともない、
国家の枠を超えた人・モノ・情報の交流に不可欠なものとして捉えられる
ようになってきている。このような時代における英語あるいは英語力育成
というテーマに関しては、これまでマスメディアにも幾度となく取り上げ
られ、また「国際化」・「グローバル化」は外国語教育の政策上でも重要な
論点となってきた。 (2012) は、国際化に対して英語・英語教育が
どのような役割を果たすか、あるいは、国際化の結果として英語・英語教
育にどのような変化がおとずれるかという議論は、応用言語学・英語教育
研究の重要なテーマであるとしている。本節では、特に1980年代以降の外
国語教育の重要な政策を概観するとともに、それぞれの政策と「国際化」・
「グローバル化」の関連を検証していきたい。

3.1. 教育の「国際化」・「グローバル化」
　『ブリタニカ国際大百科事典小項目編』（2014）によると、「国際化」（in

）とは、もともとは国家と国家との相対的な関係を示す言
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葉であったが、今日、日本で多用されるようになった「国際化」という言
葉には様々な意味合いが含まれており確たる定義はない。具体的には「自
給自足・閉鎖型から相互依存・共存型に国家の体制を変えていくこと」で
あったり、「他の国家と肩を並べていくために応分の負担をすること」で
あったり、「他の国からのヒト・モノ・文化・情報などの流入に対し広く門
戸を開くこと」であったりと対象や条項の違いによって幅広く使用されて
いる。『大辞林第三版』（2006）では、「国際人」を① 広く世界に活躍して
いる著名な人、②教養や語学力があって、世界に通用する人、としている
（『大辞林第三版』2006: 887）。
　一方「グローバル化」（ ）とは、『大辞林第三版』（2006）に
よると、世界的規模に広がることであり、政治・経済・文化などが国境を
越えて地球規模で拡大することを指す（『大辞林第三版』2006: 753）。「グ
ローバル人材」に関しては、産学人材育成パートナーシップ・グローバル
人材育成委員会の報告書（2010）に詳しい定義がなされている。

（2） グローバル化が進展している社会の中で、主体的に物事を考え、多様
なバックグラウンドをもつ同僚、取引先、顧客等に自分の考えをわか
りやすく伝え、文化的・歴史的なバックグラウンドに由来する価値観
や特性の差異を乗り越えて、相手の立場にたって互いを理解し、さら
にはそうした差異からそれぞれの強みを引き出して活用し、相乗効果
を生み出して、新しい価値を生み出すことができる人材。 

 （産学人材育成パートナーシップ・グローバル人材育成委員会 2010: 35）

　「国際化」という語には、個々の特徴を持った国家・個人レベル両方の動
きが見えてくるようなイメージがある。複数の国々、具体的にはそれぞれ
の文化や体制を持った国々が横にずっと広がっていて、互いに歩み寄り交
流している様子である。それに対して、「グローバル化」という語は、個人
というよりは （ビジネス企業）であり （組織）を連
想させる。「国際人」も「グローバル人材」も、「国際化」・「グローバル化」
が進む社会において「世界に通用する人物」であることを指しているのは
同じだが、「グローバルな人材」が、より「主体性」を強調している点は
「グローバル化時代」を象徴するようで大変興味深い。
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　「グローバル化」という語は1970年代のころから広く使われるようになっ
たが、「グローバル化」が新自由主義的な意味合いを持ち始めたのは 1990
年代の頃からである（『朝日現代用語 知恵蔵 2007』（2006））。ラモネ（2006）
は、1994年 4月に批准された「サービス貿易に関する一般協定」（ ）
において、かつては商品だけに限定されていた国際貿易の自由化が、教育
の分野を含むサービスにまで拡張するという決定がなされたことが「教育
のグローバル化」の始まりだと述べている。彼は、論理や競争になじみに
くい活動分野まで各国で市場化をはかろうとするこの自由化の新段階はき
わめて深刻な事態であると批判している。
　嶺井（2005）は、「グローバル化」の進展と関連して日本の教育政策を
考える場合、その国なりの着色が行われてきた「国際化」時代の教育政策
とは違い、「グローバル化」の時代においてはかなりストレートに教育政策
の策定・実施が進んできているとする（嶺井 2005: 17）。嶺井（2005）は
1990年代の教育の「グローバル・スタンダード」の形成について以下のよ
うに述べている。

（3）1990年代とりわけ顕著になったのは、「世界同時進行」的な教育改革
の動きである。学校を見ると、各学校への権限移譲、それに伴う自己
決定権の強化、カリキュラムの大綱化、その成果の測定のための学校
評価・教員評価、弾力的な運営、業績主義、予算配分の変化などがあ
るだろう。教育行政を見れば、NPM（ニューパブリックマネージメン
ト）の浸透、親の選択・決定権の強化などである。こうした動きは、
各国によって様態の異同や強弱はあるものの、何らかの形で議論され
促されてきた。教育の「グローバル・スタンダード」の形成である。                                     

 （嶺井 2005: 30）

　「国際化」の時代には、その国なりの特徴が活かされていたのが、1990
年代以降は、グローバル経済の枠組みの中で教育の政策を考える必要性が
求められるようになるのと同時に、スピードと主体性が求められる時代に
なった。ラモネのいうように、教育という、論理や競争になじみにくい分
野とグローバル化を同時に論じることは適切ではないかもしれないが、少
なくとも「グローバル化」とともに国際機関によるグローバル・スタンダー
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ドが次々と打ち出されていく今の時代においては、少なくとも外国語教育
と時代の潮流の両面をはっきり理解し意識する必要はあるだろう。

3.2. 英語教育政策にみる「国際化」・「グローバル人材育成」志向
　それでは、「国際化」・「グローバル化」がどのように教育政策に反映され
ているのか見ていきたい。1980年代以降、「国際化は必要不可欠」という
認識のもと、「国際化」・「グローバル人材の育成」を謳った外国語教育政策
が急速に次々と提示されてきた。ここでは、1980年代以降の外国語教育政
策を中心に特に重要と思われるものを取り上げることとする。
 
3.2.1. 臨時教育審議会　第二次答申（1986）「コミュニケーション重視へ」
　臨時教育審議会は、政府全体の責任で長期的展望に立って教育改革に取
り組むため、総理大臣の諮問機関として設置された。1985年の第一次答申
から始まり、1987年の第四次答申で終了する。このなかで特に、「教育改
革に関する第二次答申」（抄）（昭和 61年 4月 23日）では外国語教育の見直
しについて、「現在の外国語教育、とくに英語の教育は、長期間の学習にも
かかわらず極めて非効率であり、改善する必要がある」と提言され、「外国
人や外国の大学で就学した者の積極的活用」や「国際化の進展に伴い、自
らの立場をはっきり主張し、意思を伝達し相互理解を深める必要性」（下線
は筆者による）、「文法や読解力養成に過度な重点が置かれていることへの
懸念」、そして「英語教育の開始時期についての検討の提案」が謳われてい
る。田辺（2003）は臨教審について、日本の英語教育に対する批判は、臨
時教育審議会（臨教審）で決定的になったとする（田辺 2003:16）。鳥飼
（2014）は、このときの臨教審の答申について、次のように述べている。

（4） 臨教審は、その後の教育政策に大きな影響を与えているが、英語教育
についても「見直し」を強く求め、「文法・読解中心からコミュニケー
ション重視への転換」が明確に記載されたことが、その後の英語教育
の流れを決定づけた。     （鳥飼 2014: 98）

1986年の臨教審の答申は、その後の「コミュニケーション重視」を謳った
一連の教育改革の大きなスタートとなる。また 1985年から 1987年に至る
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一連の臨教審の答申の内容は、いずれも中学校・高等学校での教育に対す
る強い要望であったという点も重要である。

3.2.2. JETプログラム開始（1987）「語学指導を行う外国青年招致事業」
　総務省が中心となり、外務省、文部科学省、地方自治体が協力して立ち
上げたもので、英語圏の国から大学を卒業したばかりの若者を中心に日本
に招聘し、全国の中学校・高等学校に英語指導助手（AET：

のちに ： へと名称変更）とし
て配属し、英語教育に従事するかたわら日本に対する理解を深めてもらい、
「地域レベルでの草の根の国際化を図る」（下線は筆者による）という目的
の事業である。2000年からは、非英語圏の国からの招聘も開始する。契約
は 1年ごとに更新可能で、最長 5年まで日本に滞在可能であるが、2014年
現在では、招聘国は 4か国から 40か国に、参加者は 813名から 4101名に
達している 3（財団法人自治体国際化協会 2014）。

3.2.3.  学習指導要領告示（1989）「コミュニケーションに使える英語力育
成へ」

　当時の文部省は中学校・高等学校の学習指導要領を改訂し、「外国語で積
極的にコミュニケーションを図ろうとする態度の育成」を掲げた。鳥飼
（2014: 104）は、外国語学習の目標が「コミュニケーション」であると明
記されたことは日本の英語教育史上はじめてのことであったと説明する。
なお、鳥飼（2014: 107）は、日本の英語教育がどのようなアプローチに依
拠しているか学習指導要領では明示されていないが、当時の教科調査官の
証言でも、指導方法や内容からしても、「コミュニカティブ・アプローチ」
を意識していることは明白である、と指摘している。

3.2.4.  「英語が使える日本人」の育成のための戦略構想・行動計画 (2002, 
2003)

　2002年「「英語が使える日本人」の育成のための戦略構想」、翌 2003年
「「英語が使える日本人」の育成のための行動計画」では、国民全体に求め
られる英語力を「中学校・高等学校を卒業したら英語でコミュニケーショ
ンができる」ことを目標とした。以下は、「「英語が使える日本人」育成の
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ための行動計画」の序文である。

（5） 今日においては、経済、社会の様々な面でグローバル化が急速に進展
し、人の流れ、物の流れのみならず、情報、資本などの国境を越えた
移動が活発となり、国際的な相互依存関係が深まっています。（中略）
こうした状況の下にあっては、絶えず国際社会を生きるという広い視
野とともに、国際的な理解と協調は不可欠となっています。このよう
な状況の中、英語は、母語の異なる人々の間をつなぐ国際的共通語と
して最も中心的な役割を果たしており、子どもたちが21世紀を生き抜
くためには、国際共通語としての英語のコミュニケーション能力を身
に付けることが不可欠です。また、このことは、我が国が世界とつな
がり、世界から理解、信頼され、国際的なプレゼンスを高め、一層発
展していくためにも極めて重要な課題です。

 （文部科学省（2003）、下線は筆者による）

　大事な点は、国民全体に求められる英語力の目標を初めて数値化したこ
とである。具体的には、中学校卒業段階で卒業者平均が「挨拶や応対、身
近な暮らしに関わる話題などについて平易なコミュニケーションができる
（実用英語技能検定 3級程度）」レベル、高等学校卒業段階では卒業者平均
が「日常的な話題について通常のコミュニケーションができる（英検準 2
級～2級程度）」レベルと記された。

3.2.5. グローバル人材育成戦略（2012） 
　2012年に出された「グローバル人材育成戦略」の第 1章では、まず基本
的な問題として、若い世代の「内向き志向」の傾向と2004年以降海外へ留
学する日本人の学生の数が減少していることに対する危惧を表明している。
現状のままでは、変化の激しいグローバル化時代の世界経済の中で「日本
のガラパゴス化」を招きかねないと懸念し、緩やかに後退しているのでは
ないかとし、国家戦略の一環としての「グローバル人材の育成」を目指す
と述べている。また、新たな時代の日本のけん引力となるのは、一握りの
トップエリートのみならず、様々な分野で中核的役割を果たす厚みのある
中間層（21世紀型市民）であるとする（下線はすべて筆者による）。
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　続く第2章では、「グローバル人材」に求められる要素として、「語学力・
コミュニケーション能力」、「主体性・積極性、チャレンジ精神、協調性・
柔軟性、責任感・使命感」、「異文化に対する理解と日本人としてのアイデ
ンティティー」の3つをあげ、「グローバル人材の能力の目安」については、
「二者間折衝・交渉レベル」、「他者間折衝・交渉レベル」の人材の育成を目
指すとある。またそのためには、「英語教育の強化」、「留学の促進」、「大学
入試の改善」、「採用活動の改善」に具体的に取り組む必要があるとしてい
る。

3.2.6. グローバル化に対応した英語教育改革実施計画（2013）
　文科省が2013年に発表した「グローバル化に対応した英語教育改革実施
計画」の冒頭は次のように始まる。

（6） 初等中等教育段階からグローバル化に対応した教育環境づくりを進め
るため、小学校における英語教育の拡充強化、中・高等学校における
英語教育の高度化など、小・中・高等学校を通じた英語教育全体の抜
本的充実を図る。2020年の東京オリンピック・パラリンピックを見据
え、新たな英語教育が本格展開できるように、本計画に基づき体制整
備等を含め 2014年度から逐次改革を推進する。

 （文部科学省（ ）、下線は筆者による）

　「グローバル人材育成戦略」からさらに踏み込んで、この実施計画では、
小・中・高等学校すべてにわたり「英語教育の強化」のために具体案を提
示している。この中で特に赤字で記されているのが「小・中・高を通じて
一貫した学習到達目標を設定」である。そして具体的には到達目標を、高
校卒業段階で英検2級～準1級、 点以上等、中学校卒業段階
で英検 3級～準 2級程度と明示している。2002年の「「英語が使える日本
人」育成のための行動計画」時に示された数値目標よりも、いずれもさら
にレベルがいつの間にか上がっている。また、「外部検定試験を活用して生
徒の英語力を検証するとともに、大学入試においても四技能を測定可能な
英検、 等の資格検定試験等の普及・拡大」との記載もされている。
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3.3 「国際化」、「グローバル人材育成」を全面的に謳った英語教育政策
　個々の英語教育政策の諸問題について細かく論じたい点は多々あるのだ
が、本節ではあくまでも、「国際化」・「グローバル人材育成」志向が 1980
年代以降の外国語教育政策や国民の意識にどう影響しているのかという点
に絞って探ってみたい。
　1980年代以降の外国語教育政策がそれまでの政策と大きく異なるのは、
「コミュニケーション重視」・「英語教育強化」・「英語力の到達目標の数値
化」・「高度なレベルの英語の習得」をはっきり政策の中で謳っているとい
う点にある。それぞれの外国語教育政策には、1980年代から 90年代にか
けては「国際化」という表現が、そして1990年代以降は、グローバル社会
の進展と歩調を合わせるかのように、とりわけ2000年以降は「グローバル
人材の育成」という表現が頻繁に使用されているのがわかる。英語の教育
政策においても、1987年の「JETプログラム開始」の頃には「地域レベル
での草の根の国際化を図る」と「国際人」をイメージさせる政策であった
のが、2012年の「グローバル人材育成戦力」以降に至っては、はっきりと
「グローバル人材の育成」、「21世紀型市民」、「グローバル化に対応した教
育環境作り」といった表現に変わっている。「グローバル化時代のグローバ
ル人材育成」の必要性が、とりわけ1990年代以降の経済のグローバル化の
波を受けて強くなっていったのは、想像に難くない。鳥飼（2012）は、次
のように明かしている。

（7） 「グローバル人材育成戦略」では、「グローバル人材の育成・活用の必
要性を最も痛切に感じているのも、経済社会が中長期的に活性化する
ことで直接のメリットを口授するのも、人材を採用する企業等の側で
ある。」（文部科学省 2012: 20）と本音が語られている。つまり、「グ
ローバル人材育成」というスローガンのもとに策定された英語教育政
策は、教育としての視点からではなく、経済界の要求に応えてのもの
であることが明らかである。  （鳥飼 2012: 118）

　本名（2013）によると、日本企業の英語対応について、企業の研修担当
者（人事部）、および研修会社の企業担当者との面談から、「日本のビジネ
スは英語を母語としない国々との取引で利益を上げているので、そのよう
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な国々の人々が使う英語の理解が必要である」、ただし「英語が国際共通語
であるということ、そして世界諸英語（世界にはいろいろな英語があり、
それぞれの変種は同等の価値がある）という考え方は十分に理解されてい
ないために、ネイティブ志向から脱却していない」、そして中には「英語を
社内公用語にという流れも見られる」傾向が観察されている（本名 2013: 
133）。企業のこのような英語対応の傾向が、グローバル化社会のニーズと
共鳴し、「グローバル人材育成」の必要性を駆り立てているのであろう。
　日本の外国語教育政策の特に1980年代以降のこのような「国際化」志向
は、多くの先行研究で指摘されているところでもある。たとえば、
(2007) は、主に2000年代の日本の英語教育政策を「日本を国際化する」と
いう観点から検討している。また (2007) は、「英語第二公用語論」を
提唱した『21世紀日本の構想』懇談会の議論に「国際化」の概念がみられ
ると検証している。また (1998) は、戦後日本の知識人たちによって
取りあげられてきた「日本人論」がいかに英語教育における「国際化」概
念と結びついてきたかを詳細に分析している。このような研究が示す通り、
日本の英語教育政策の中で、英語と「国際化」は密接に結びついており、
それらは日本の社会の中で独特な作用を生んできた。つまるところ、「国際
化」という概念は政府主導で定着したのではなく、日本社会に停留してい
た部分である面が大きい（寺沢 2013a: 37）。寺沢（2013a）は、「国際化」
のために外国語力を育成するべきという考え方は 1980年代から 2000年代
にかけて徐々に日本社会全体に浸透したということ、特に意識が高いのは
若い世代であったということを挙げ、その理由として長引く不況により「日
本人は英語ができないから、国際競争にも勝てず、不況からも脱すること
ができない」という意識が浸透したからではないかとし、英語とは無縁の
生活を送っている人でさえも「国際化」と外国語力育成を結び付けていた
ことを物語っている、と論じている（寺沢 2013a: 42）。
　このように一連の英語教育政策の、特に1980年代以降は加速度的に、「国
際化」・「グローバル化」社会に順応できるような人材の育成が掲げられて
きたが、「国際化」・「グローバル化」の時代の中で国民の意識面でも外国
語、特に英語の力をつける必要性を感じる者が多く、いわば日本の社会全
体が「国際人・グローバル人材」＝「英語力」という意識に染まっていっ
たといえる。外国語教育政策、企業、国民のいずれも、「外国語」＝「英
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語」を前提にしているということは重要な点である。しかし、英語が国際
社会において重要かつ必要であるという認識はあっても、英語が国際共通
語であり、その英語は国によって様々であり、どれも皆同等の価値がある
という認識が広まるまでにはまだ至っていないのが現状である。

4. 真の「グローバル人材」を育成する外国語教育に向けての議論

　前節では、日本の外国語教育の政策のみならず国民の意識でも「英語力」
＝「国際人・グローバル人材」というイメージが広く定着していることに
触れた。しかし、外国語の中でも特に「英語」ができるようになれば、本
当に「国際感覚」が身につき、「グローバルな人材」になれるのであろう
か。現在の一連の外国語教育政策は「国際人・グローバル人材」を育成す
る内容に本当になっているのであろうか。問題はないのであろうか。この
節では、「グローバル人材」とは一体どのような人材なのか、ということを
主軸に議論していきたい。

4.1. 英語は本当に「国民全員」に必要なのか？
　1980年代以降の一連の英語教育の政策を見ると、文科省が、「国民全員」
の英語の必要性を前提に英語の教育政策を提示しているのは明らかである。
2012年に出された「グローバル人材育成戦略」の中には、「新たな時代の
日本のけん引力となるのは、一握りのトップエリートのみならず、様々な
分野で中核的役割を果たす厚みのある中間層（21世紀型市民）であるとす
る」とある。また、2002年の「「英語が使える日本人」育成のための戦略
会議」以降は目標とする英語力の数値化が明示されるようになり、2013年
の「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」の中で提示されてい
る中学卒業時・高等学校卒業時の英語の到達目標値は、「全体平均」として
の数値をあげている。しかし、これらの教育政策は、「国民全員」にとって
適切といえるものなのだろうか？
　寺沢（ ）は、このように、特に到達目標の英語力の数値が提示さ
れるようになった 2000年以降の教育政策は、「国民全員」に一定レベルの
英語力が必要だと明言している点で、過去の種々の政策とは異彩を放って
いると疑問を呈している。
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（8）  政策の「行動計画」は、「国民全体」が一定水準以上の英語運用能力を
身につけることを要求したが、現状認識に誤謬が含まれる以上、妥当
な提案ではない。英語使用者はもちろん一定数は確かに存在している
ので、学校教育が英語運用能力育成の一部を担う必要があることは間
違いない。しかしながら、「国民全員」に関わる目標については、過
去・現在・将来にわたって英語を必要としない「国民」あるいは就労
者にも配慮した政策が不可欠である。      （寺沢 ）

　このような数値目標を「国民全員」に課すということは、教育の世界に
「競争」原理を持ち込むということに他ならない。江利川他（2014）も、グ
ローバル人材のための英語教育と、学校で全員に課す英語科教育とは区別
する必要があるとしている。また江利川・久保田（2014: 71）は、文科省
の「実施計画」に対し、英語が苦手な生徒への方策が一言も書かれていな
いと苦言を呈し、また「グローバル人材育成」という成績上位層に特化し
た教育政策は、英語嫌いを増やす危険性を指摘している。今後、英語到達
目標の数値化、英語による授業などが今以上に進んでいくならば、英語に
慣れ親しむ学生も増えるであろうが、同時に今以上に深刻な「英語嫌い」
の生徒も増えていくであろうことは、火を見るよりも明らかである。中学
校・高等学校の教員が多く参加する新英語教育研究会（2014）では、「「グ
ローバル化に対応した英語教育改革実施計画」に関する要望書」を文科省
に提出したが、その政策の内容が現場の教員・生徒にとってはそぐわない
点を多く含んでいること、基本に徹した教育に時間をかける必要性・英語
教育充実のための目標に沿った十分な予算・人員の確保の必要性を強調し
ている。英語教育政策の「実施計画」が「国民全員」を対象とするのであ
るなら、このような生の現場の教員の声、生徒の声にもっと耳を傾け、じっ
くり議論していく必要が喫緊の課題ではないだろうか。　
　「目標とする英語力の数値化」も問題であるが、この一連の英語教育政策
が、「どのような」英語の習得を想定しているのかという点も重要である。
たとえば、1987年に開始された JETプログラムにおいては、2014年7月の
段階での外国語指導助手（ ）は総計 28か国 4,101人となっているが、
そのうち英語圏出身者は実に 3,746人にのぼる。これは単純に英語圏出身
者の数であり、英語母語話者の数ではないので正確さには若干欠けるかも
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しれないが、しかし圧倒的多数が英語圏出身者という事実は、英語圏出身
の が望まれているという現実を示唆してはいないだろうか。少なくと
も筆者が公立の高等学校に勤務していたときには、 が白人の英語圏の
国出身者であると生徒は喜び、はしゃいでいたものである。その一方で、
新任の が非英語圏出身であったり、白人でなかったりすると、思いっ
きりテンションが下がる生徒が一部存在したことも事実である。また、文
科省が 2013年に発表した「グローバル化に対応した英語教育改革実施計
画」では、「高校卒業段階で英検 2級～準 1級、 点以上」の
到達目標、「 等の資格検定試験等の普及・拡大」などの検討がなさ
れている。 は英語圏の大学へ留学・研究を希望する者を主な対象と
した英語能力を測定するテストであり、アメリカ合衆国のNPOである

( )が主催するテストであるが、内容はアメリカ
合衆国の大学に限定されたキャンパスでの学生生活や文化的なニュアンス
を問う問題も多く出題されている。到達目標の高さもさることながら、ア
メリカの文化がわからないと答えるのが難しい問題も含むこのような試験
は、はたして「国民全員」を対象とするのに最適なものといえるのだろう
か。JETプログラムにせよ にせよ、その根底に英米志向が強く見ら
れることは否めない。
　そもそも「グローバル人材」とは、3.1節でも触れたように「主体的に物
事を考え、多様なバックグラウンドをもつ同僚、取引先、顧客等に自分の
考えをわかりやすく伝え、文化的・歴史的なバックグラウンドに由来する
価値観や特性の差異を乗り越えて、相手の立場にたって互いを理解し、さ
らにはそうした差異からそれぞれの強みを引き出して活用し、相乗効果を
生み出して、新しい価値を生み出すことができる人材」ではないのか。「そ
れぞれの強みを引き出して活用する」というのは、母語の知識も動員し自
分の持てるものを存分に生かし積極的に発信していく主体的な態度を指す
のではないのか。しかし、何といっても、「国民全員」が一定レベルの英語
力を身につけるには、「英語嫌い」が多くなってしまっては不都合ではない
だろうか。改めて、本当に英語は「国民全体」に必要なものなのかという
前提からまず見直してみる必要があるように思えてならない。
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4.2. 母語を活かした外国語教育と「国際共通語としての英語」
　新英語教育研究会（2014）が文科省に提出した「「グローバル化に対応
した英語教育改革実施計画」に関する要望書」をもう少し見てみたい。要
望項目の 2つ目の「中・高等学校における英語による英語授業の実施につ
いて」には現場の声が集約されていると思うため、そのまま紹介したい。

（9）  2013年 4月から高校では「授業は英語で行うことを基本とする」の方
針が実施され、生徒から「先生が何を言っているのかわからない」と
いった声が多く寄せられています。こうした高校での検証も経ないま
ま、中学校においても「授業は英語によることを基本とする」方針を
実施したらその傾向が増えるのではないかと心配します。「ベネッセ」
調査では中学生がもっともわからないと回答しているのが「英文法」
で、78.6%にも達しています。英文の基礎構造もわからないまま、教
師が英語で説明を行っていったら「英語がわからない」、「英語が嫌い」
がますます増えるばかりかと危惧します。また、高等学校においては
「授業を英語で行うとともに言語活動を高度化」との方針が示されてお
ります。母語を外国語学習から排除するのは理論的にかつ実践的に誤
りだと考えられるので、これらの方針は中止していただきたい。

 （新英語教育研究会 2014）

　現場の声が非常に生々しく書かれている。前節3.2.5節「グローバル人材
育成戦略」（2013）の項で、「グローバル人材育成戦略」第 1章の文言の中
に「現状のままでは、変化の激しいグローバル化時代の世界経済の中で「日
本のガラパゴス化」を招きかねない」ためグローバル人材の育成を目指す、
そのための方策の１つに「授業は英語で」を掲げているということについ
て触れたが、この「授業は英語で」という文科省の方針に対し、久保田
（2014）は、以下のように反論している。

（10）  英語圏で移民に英語を教える目的は、学校の教科を普通学級で学習で
きるように、いわゆる「学習言語（読み書き中心）」を教科内容とと
もに習得させることである。その教育目標は早期の普通学級編入であ
り、言語能力・文化理解を高めるという「外国語としての英語教育」
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とは根本的に異なる。「英語は英語で教える」という方針も、世界の
言語教育研究の動向に逆行している。世界の専門家が推奨する指導法
は、母語能力を最大限活用した効率的、創造的な言語活動であり、「英
語は英語で」式指導方法はガラパゴス的発想だ。  （久保田 2014: 63）

                                   
　この議論は、まさに「第 2外国語としての英語（ ）」を教えるか「外
国語としての英語（ ）」を教えるかという議論に近いのではないだろう
か。2.3節でも触れたように、日本の学校の英語教育は「外国語としての英
語（ ）」を教えるというものである。「外国語としての英語（ ）」教
育においては、母語教育と相補関係になるような母語を活かした英語の学
習が望ましいありかたとされる。ここでも「国際共通語としての英語」の
捉え方の混乱が見られるように思う。「国際共通語としての英語」は、英米
英語絶対主義を目指すものではなく、日本独自の「英語」の確立を目指す
ものであることが望ましいと筆者は考える。英語教育においても「日本語
よりも英語が大事」なのではなく、「日本語も英語も大事」であることが、
真の意味での日本発信型の「英語」習得となるのではないか。英語を習得
する際に、英語に多く触れることが重要であることを否定はしないが、日
本語を必要以上に排する態度は健全な発信型の英語習得につながるとは思
えない。 (2010)も、二言語による積極的な意味の理解と表出に重点を
置くことは、意思疎通のための国語力・英語力育成につながるとともに、
異文化間理解・言語意識を伸張させるとしている。また、江利川・久保田
（2004）も母語や他の言語の知識を総動員して英語の学習に当たることの
重要性について以下のように述べている。

（11）  海外の研究 4では複言語主義やホリスティックな言語観が主流であり、
言語知識やスキルは、英語、日本語といった別々の完結したシステム
の具現化ではなく、総合的言語能力から場面に応じて部分的に引き出
すレパートリーと見なされている。これに基づいた指導法では、目標
言語に限りなく触れさせるのではなく、母語や他の言語の知識を総動
員して、総合的言語能力と個々の言語能力を高めることが強調されて
いる。 （江利川・久保田 2004: 71）
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　江利川・久保田（2014）によると、「明治 43年東京高等師範学校付属中
学校教授細目」には、指導内容によって英語と日本語をどう使い分けるの
かが具体的に述べられているというが、戦前の英語教師たちがすでに現代
と同じように試行錯誤しながら実践に当たって作り上げてきた指針をひも
とくなどすることは、今もなお、重要な示唆を与えてくれるのではないだ
ろうか。

4.3. 異文化理解のための外国語教育
　前節3.2.6節でも触れたように、グローバル化に対応した英語教育改革実
施計画（2013）には「2020年の東京オリンピック・パラリンピックを見据
え、新たな英語教育が本格展開できるように、本計画に基づき体制整備等
を含め2014年度から逐次改革を推進する。」という文言が含まれているが、
今後のスケジュールでは、2014年から 2018年度にかけて、指導体制の整
備、英語教育強化地域拠点事業・教育課程特例校による先取り実施の拡大
を行い、中央教育審議会での検討を経て学習指導要領を改訂し、東京オリ
ンピック・パラリンピックに合わせて2018年度から全面実施するというこ
とになっている。さっそく東京都教育委員会は2015年度から毎年、公立中
学と高校の英語教員約 200人を 3か月間英語圏の大学へ派遣し、英語を母
国語としない生徒を指導するための資格を取得させるという計画を予定し
ているとのことである。「国際共通語としての英語」という視点で考えれ
ば、世界的に英語使用の範囲は広く、英語を理解する外国人は多いであろ
うが、しかし東京オリンピック・パラリンピックに合わせて言語対策に英
語だけをことさら強化するというのは果たして本当に、「グローバル人材」
として望ましいありかたなのであろうか？「グローバル人材」＝「英語力」
とするありかたに、久保田（2014）も以下のような疑問を投げかけている。

（12）  東京五輪に備えて英語教育を強化するという論理には、外国人はあま
ねく英語を話すという間違った前提がある。（中略）五輪に訪れるの
は全世界の人々である。これらの人々と対話ができるようになるため
には、英語である必要はない。（中略）必要なのは、英語に限らず日
本語でも他言語でも偏見なく多様な人々と積極的にかつ相手の立場を
理解しながら意思疎通することであろう。     （久保田 2014: 63）
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　鳥飼（2014）は、現在の日本では、「語学」、「語学力」、「コミュニケー
ション能力」、「異文化理解」などという言葉が使われても、それらは「英
語」、「英語コミュニケーション能力」、「英米理解」を意味するという暗黙
の了解があるようだと述べている（鳥飼 2014: 70）。綾部 （2009）も、国の
教育政策と、大衆が望む教育内容と、メディアが測る社会文化空間の位相
がほぼ重なり合っているため、非常に意識しにくい形で「英語教育文化」
ともいえる現象が急速に進行していると指摘する（綾部 2009: 161）。
　それでは、真の「グローバル人材」とは一体どのような人材を指すのだ
ろうか。大谷（2009）は次のように述べている。

（13）  おそらく、いま本当に問われているのは、異言語の単なる運用技能や
目先の実用効果よりも、むしろその教育に対する基本的な姿勢そのも
のであるといわなければならない。異言語を通しての異文化理解とは、
異言語の単なる技能や知識の教育にとどまらず、それを通して何より
も絶対的な自己中心の発想から、多様で相対的な世界の認識への脱皮
を促すものでなければならないはずである。   （大谷 2009: 141）

　真の「グローバル人材」とは、外国語の運用能力が高いのみならず、異
文化に対する理解が多様であり、かつ積極的に理解しようと努める態度を
持ち合わせている者のことをいうのではないだろうか。大谷（2009）も、
言語の優れた運用能力を持つだけでなく、異なる言語・文化が持つ固有の
価値に着目でき、異質の言語・文化の相互理解に対して偏見の少ない柔軟
な姿勢をもてることが必須であるとしている（大谷 2009: 223）。逆に言え
ば、どんなに英語の言語能力が優れていようと、異なる言語や文化に対し
て柔軟な心がなければ、それは地球規模の「グローバル人材」とは言い難
い。その点では、来る東京オリンピック・パラリンピックに合わせてもし
異文化理解の部分がなおざりになり言語運用能力のみに重きが置かれてし
まう外国語教育が強化されるとしたら、それは本末転倒であろう。
　ところで日本においては、英語至上主義の様相が見られ、「グローバル人
材」＝「英語力」のような見方が支配的であるが、少なくとも世界的な教
育の現場においては、英語を唯一の とは見なさない動きもま
た目立ってきているという事実は目に留めておく必要がある。たとえば現
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在ヨーロッパでは、言語・文化の多様性こそがヨーロッパの豊かさの根源
であると考えられ、多様性こそがヨーロッパの最大の財産と考えられてい
る。今日の の公用語は、加盟 27か国で話される合計 23の言語であり、
いわゆる「国際共通語」とされる英語でさえも の独占的な統一公用語
の地位を占めてはいない。またかつての大英帝国のイギリスでは、現在に
至っては義務教育の 11歳から 16歳までの 5年間、児童・生徒の全員に異
言語の学習を必修とするまでになっているばかりでなく、2002年、イギリ
ス教育技能省は、国家言語教育改革計画「外国語の学習：全ての国民が生
涯を通して （ ‘

’）」を発表し、7歳以上のすべての児童・生徒に少な
くとも 1外国語を学ばせ、さらにそれを社会人にまで及ぼそうという思い
切った政策を打ち出した（大谷 2013: 231）。 、とりわけ英語圏の国であ
るイギリスは「国際共通語」の英語を母語に持つにもかかわらず、なぜこ
のように外国語学習に力を注ぐのか。イギリスの学校の外国語教育に対す
る関心の高まりの決定的な理由として大谷（2009）は、イギリスの国力そ
のものの低下を挙げ、「我々には外国語の知識は必要ない」と思い込んでき
たイギリス人の長年の英語文化至上主義がやがては不幸な文化的偏狭を生
んでしまったことへの反省にあるとしている（大谷　2009: 260）。文科省
（2011）によると、現在、日本の高等学校で「英語以外の外国語」を開設
しているのは全国で713校で、開設されている外国語は、中国語・韓国語・
フランス語・スペイン語・ドイツ語の5科目とされている（山崎 2011: 13）。
イギリスと日本の状況は違うものの、英語一辺倒に進むことによる危険性
という点で教訓として学ぶべきことは多い。
　

5. 最後に再び─どのような英語を我々は目指すべきか

　以上ここまで、「グローバル人材＝英語力」という日本における外国語教
育のありかたについて検証してきた。英語は近年では、「国際共通語」とし
て認知されているが、「国際共通語としての英語」について考えるときに
は、まず日本が「外国語としての英語（ ）」を学んでいる環境だという
認識が大事である。「外国語としての英語（ ）」教育においては、英語
を英米中心の英語と捉えるのでなく、「国際共通語としての英語」として捉
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え、「日本語も大事、英語も大事」のスタンスで臨むことが発信型の英語を
身につけるためには大事である。「グローバル人材」とは、高い英語運用能
力にとどまらず、異文化に対して多様で相対的なものの見方ができ、多様
な意見を尊重できる柔軟な姿勢を持ち合わせている人物のことである。「グ
ローバルな物の見方」とは地球規模で物事を捉えられるということであり、
また主体的に行動できる人物が「グローバル時代」には求められる。その
意味では、英語にとどまらず、多様な文化や言語全般に対して理解しよう
と努めようとする視点が大事ではないだろうか。
　これからの展望としては、英米寄りの英語一辺倒ではなく、「国際共通語
としての英語」での効果的な発信の仕方をもっと究めていくことが望まし
い。その際に大事なことは、どのような英語を発信していくかという視点
である。「日本の英語」をもっと自信をもって打ち出していくという姿勢
が、グローバル化の進む今日においては、より一層求められているのでは
ないだろうか。「日本の英語」とは、日本人の話す、日本人風の英語のこと
である。日本の社会や文化が伝わるような発信型の英語である。そのため
には、もっと議論をしっかり重ね、確認しながら慎重に外国語教育を進め
ていく必要があるはずである。
　
注
 1.  英語母語話者のグループ、第2言語として英語を使用するグループ、外国

語として英語を使用するグループすべてのデータがそろっている資料がな
かなか見つからなかったため、本稿では1997年の の統計を引用した。
その他の資料としては、スウェーデンの による2010
年のデータがあるが、それによると英語母語話者の数は3.6億人（全世界人
口の5.43%）であるということだった。ちなみに、同資料によると、世界
で最も多い母語話者を持つ言語は、中国語の 9.55億人（全世界人口の
14.4％）で、次いでスペイン語4.05億人（全世界人口の6.15％）と続いて
いる。

の提唱する や、音声面から英語の「共通語として
のコア（ ）」の研究をしている などがいる。

 3.  このプログラム業務の管轄は、当初は各都道府県の国際化推進自治体協議
会であったが、2000年8月より財団法人自治体国際化協会（ ）に引
き継がれている。なお、このプログラムは、 ・CIR・ の3種類の職
種からなる。初年度は 名に加え、地方自治体で国際交流業務に携
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わる「国際交流員」（CIR）35名を招聘し現在に至っているが、2006年には
スポーツ指導を通じた国際交流業務に従事する「スポーツ国際交流員」
（ ）の招聘を開始する。2014年の参加者は、 名、CIR364名、

名の計4476名にのぼる。
(2007) は、バイリンガル教育においても、従来のように二言語を

峻別して教えたり、英和・和英辞書などの使用や翻訳を避けたりするので
はなく、両言語を駆使して言語・認知能力を高める方法を提唱している。

 5.  全国の満20歳以上の男女を対象に2000年5月に調査が行われた。標本サイ
ズは2,000、回収率は71.4%。
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